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0． はじめに

我々は、本問の立法措置を憲法に違反しないものとして支持を主張する。

1． 立法目的

まず、本問の立法措置の目的は、児童を性犯罪から守ることである。

児童の判断能力・防御能力の弱さや、児童に対する性犯罪の侵害する利益の大きさから、児童を性犯罪から保護する要請があるといえる。

なお、「以下の措置をとることができる」という文言から、この立法措置は児童に対する性犯罪の再犯者すべてに画一的に適用されるわけではない。

　以下より、この立法措置について問題がないか検討していく。
2． 問題点
（１）仮釈放原則禁止について

まず、仮釈放を原則禁止することに問題はないか。仮釈放という制度の目的は、受刑者の改善更正を助長することである。仮釈放は、受刑者に希望を持たせ改善更正を促す、いわば「アメ」なのである。そして仮釈放は、あくまで服役中であり、もちろん仮釈放が取り消される場合もある。そして、受刑者すべてに仮釈放が認められる訳ではない。刑事責任は犯罪によって異なり、その刑事責任を鑑みて容易に仮釈放は許されない。また、この立法措置では、受刑者は例外的に条件付で仮釈放される場合がある。以上により、仮釈放原則禁止とした今回の立法処置は不合理な制度とはいえない。

（２）プライバシーの権利

次に例外的な仮釈放の条件としてGPS着用義務を含めること、自己の一定の情報を警察に管理・開示されることについて、所謂プライバシーの権利を侵害してはいないか。

　ここで、我々のプライバシーの権利についての見解を示す。

　プライバシーの権利は、本人の同意なしに自己情報を収集されない権利といった消極的権利にとどまらず、他者がいかなる自己情報を保有しどのように利用しているか本人が確認・閲覧できる権利、自己情報の訂正・請求する権利、といった積極的権利の２つを含んで自己情報コントロール権とし、我々は憲法13条を根拠に理解する。

　ここで、前述した自己情報とは通常他人が知ることのない私的な情報である。しかし、これらの情報すべての収集・利用・保有・管理が本人の同意を必要とすると、保障されるべき情報が無際限に広がってしまい、保障の力が薄れるため、法的に保護されるべき情報の範囲は明確かつ限定されなければならない。
その明確確かつ限定される情報とは、道徳的自律の存在としての個人の実存にかかわる情報である。具体的には、具体的には、人の内部的な身体的状況・特徴とか精神過程にかかわる情報、思想・良心の基本にかかわる情報、きわめて不当な社会差別の原因となる情報等である。個人の内心に関わる情報は正当な理由があったとしても容易に収集されるべきではないのでその目的と手段は厳格に審査されなければならない。また社会的差別の原因となる情報の場合、情報それ自体の性質に加えて取り扱われ方をも重視して審査すべきである。
加えてこのような情報を保護するために、その周辺の一定の情報も保護しなければならない。この周辺の情報については、悪用・集積され、個人の道徳的自律の存在に影響を及ぼす場合は保護の要請があるだろう。

（３）GPS着用義務について
GPS着装によって収集される仮釈放者の現在位置情報は「人が今どこにいるのか」という私的な情報であるがそのことのみをもって、法的保護に値する情報とはいえない。さらに、この情報は可視的なものであり、ある程度人に知られうる情報であることから、道徳的自律の存在としての個人の実存にかかわる情報とはいえない。

また、この情報は保護観察官のみが把握できるもので、この措置の手段は目的にかなっており、仮釈放中の受刑者の自己情報の侵害される程度はきわめて低い。

また、本人は仮釈放中つまりあくまで服役中の身であり、一般人と同位置の立場にあるとはいえない。国家の監視下に置かれることは合理的である。

以上より、本人の同意の下、ＧＰＳの着装を条件に、仮釈放を認めることは問題ない。

（４）情報登録義務と登録義務情報の開示について
　次に情報登録義務と開示措置の目的は、地域全体で児童を性犯罪から守ることであり、これは社会的利益ある正当な目的である。

　しかし、出所者は自己のある情報が管理・公開されることによって所謂プライバシーの権利を侵害されていないか。

　まず、出所者が登録の義務を負う情報は、単なる個人識別情報であり、日常社会生活の場で公開されることが多く秘匿性は低い。しかし、実質的には前科情報と同等の情報になってしまう。前科情報は、取り扱いによって出所者の今後の精神的平穏、生活の平穏を揺るがす可能性のある情報であり、私的な情報であるように見えるが、このことをもって直ちに法的保護に値する情報とはいえない。加えて、前科情報とはすでに社会的に知られている公的な情報であるという側面も合わせおり、完全に私的な情報とはいえない。よって自己情報コントロール権として厚く保護される道徳的自律の存在としての個人の実存にかかわる情報とはいえない。

次に、この措置の手段は、開示対象者が保護者・教育機関の長に限定され、さらに公開される範囲も管轄地域内に限定され、扱われる情報は個人を特定するための最低限の情報である。さらに加えて、情報開示を停止することが可能である。目的にかなった正当な手段といえる。
したがって、出所者への情報登録義務と登録義務情報の開示は法的に問題ない。

３．結論

以上をもって、我々はこの立法措置は憲法に違反しない措置として、支持を主張する。
